
1 【特集】経済人コメント

四半期(３月、６月、９月、12月)ごとに県内の経済各分野有識者の方々に、足元の経済動向や

見通し等についてコメントを頂いております。

　2024年は、33年振りとなる５％超の賃上げ実現や、バブル期以来となる日経平均株価の高値更新、17年振

りとなる日銀の政策金利引上げ等、長引くデフレからの脱却の兆しが見えた一年であった。一方、深刻化する

人手不足への対応や、価格転嫁機運の更なる醸成など、新たな課題にも直面した。25年は、実質賃金の回復や

企業の設備投資の増加などにより国内経済は緩やかに改善すると思われるが、米国トランプ大統領の再登板や

世界各地の地政学リスクなど、世界情勢は先行き不透明である。こうした状況下、中小企業が持続的に成長す

るためには、環境変化に柔軟に適応する必要がある。県内16商工会議所と連合会は、変革に挑む企業を伴走型

で力強く支援し、共に未来を切り拓いていきたい。

　繁華な商店街でも空き店舗が散見されるが、人流が活発になりイベントも復活し対昨年比の売上が伸びた店

舗が増えたようだ。オフィス家具販売は、人材確保を目的とした職場環境改善に向けた投資の恩恵を受けて依

然好調。既存店の物販売上不振を他地区へ新規出店して補う例では、ターゲットを明確にした差別化戦略が功

を奏している。コロナ禍明けに売上増の業態が本年は売上減少。原因は物価高騰とお客様の先行きの景気不安

としている。売上が伸び続けている飲食関連店に要因を尋ねても不明との回答。事業者が考えるよりお客様の

購買動向は遙かに速く変化しているのかもしれない。マスメディアは金利引上げの時期を騒ぐが、家計への恩

恵となるのか、企業の投資意欲を鈍らせ経済成長を阻害するのか、効果は明確ではない。改めて気づいたが、

主要国の基礎控除額比較では日本の103万円は群を抜いて少ない。米英には及ばなくても仏独並みの控除額であ

れば、働き控えの学生や主婦の労働時間と収入が増え、更に家計の可処分所得増となる政策を講じれば、「個

人消費の伸び」や「人手不足の緩和」の両面で望ましい状況が生まれるはずだ。日本国民に対しての思いやり

がもう少しあってもよいのではないだろうか。

　埼玉県の景気は緩やかに持ち直している。当財団が埼玉県内企業を対象に四半期ごとに実施している、企業経営に関する

直近10月のアンケート調査では、自社業況のＢＳＩ（「良い」－「悪い」の企業割合）は＋18と、15四半期連続してプラス

で推移しており、「良い」とする企業が多い状態が続いている。次回1月実施のアンケート調査結果は2月上旬に結果が判明

するが、当財団の調査結果と同じような傾向がみられる日銀短観における業況判断では、11月～12月にかけて実施された調

査で、業況判断Ｄ.Ｉ.（全規模・全産業）が前回調査比改善しており、当財団の次回の調査では、少なくとも「良い」とする

企業が多い状態が続くことが予想される。

　一方、埼玉県においては全国よりも早く実質賃金が前年比プラスに転じるとともに、全国が再びマイナスに転じる中にお

いてもプラスを維持している。埼玉県においては個人消費が需要面の7割を占めていることから、堅調な実質賃金に支えられ

た個人消費が埼玉県経済を下支えしていくことが期待される。

　ただし、日本は資源や食料の自給率が低いことから輸入に頼らざるを得ず、円安に振れると物価が上昇しやすい。円安に

なるとせっかくのこの動きにも水を差されてしまう可能性があり、当面、為替相場の動きからは目が離せないだろう。

　今年に入って日銀が政策金利を上げはじめ、日本もようやく金利がある世界に戻りつつあります。私たちの

生活への直接的な影響としては、預金金利が少しつき始めたり、住宅ローンなど銀行からお金を借りるときの

金利が少し上昇したり、といったことが考えられるでしょう。とはいえ、日本円の政策金利は0.25％で、高い

とはいえません。米ドルの政策金利は徐々に下がってきていますが、今でも 4.58％あります。米ドルとの金利

差が小さくなれば、円安傾向が緩和される可能性がありますが、今の金利ではそこまでの影響はないのかもし

れません。

　 12月の中旬から米国の株価が急落しています。毎回のことですが、一時的なものだ、という楽観的な意見

と、米国にもとうとうバブルの崩壊がやってきた、という悲観的な見方の両方が見られます。一部の専門家に

よると、日本の経済は、日本国内の事情よりも米国の経済の影響の方を強く受ける、という意見もあります。

リーマンショックの後のことを思い返すとあながち出鱈目とも言い切れません。米国経済にも注目をしておい

た方が良いのかもしれません。
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